
住民監査請求書
２００４年６月１８日
名古屋市監査委員　殿
請求人　別紙記載のとおり
　木曽川水系の新しい水資源開発基本計画（フルプラン）が、２００４年６月１５日、閣議決定された。
　徳山ダム建設を進めている独立行政法人水資源機構（２００３年１０月１日に水資源開発公団から改組）は、すでに徳山ダム建設事業費を２５４０億円から３５００億円へと大幅に増額することを表明している。機構が事業費を正式に増額するためには徳山ダム建設事業の事業実施計画を変更し、国土交通大臣の認可を受ける必要がある（水資源機構法１３条１項）。事業実施計画の変更には、あらかじめ、利水者である名古屋市（正確には、流水を水道や工業用水道の用に供する上水道事業者及び工業用水道事業者である名古屋市上下水道局）から費用負担の同意を得る必要がある（同条３項）。
　機構は、今年度の徳山ダム建設事業の事業費として１８０億円を概算要求していたが、財務省は事業実施計画の変更手続きを経ていないことを理由に、現行事業費の残額である９３億円しか認めなかった。機構が事業を進めるためには、補正予算によって今年度予算の増額が認められなければならず、機構は一日も早く事業実施計画の変更手続を完了しなければならない。事業実施計画はフルプランを前提にしているので、改定フルプランが閣議決定され、機構は名古屋市に費用負担の同意を求めてきた。
　費用負担の同意により、名古屋市は機構法２５条の規定する費用の負担、支払の義務を負うものであり、費用負担の同意は財務会計行為に当たる。しかし、名古屋市が現時点で機構に対して費用負担の同意を行うことは、少なくとも以下の点において違法である。
１　水需要が存在しない
　名古屋市は当初、徳山ダム開発水のうち6.0m3/s（水道用水5.0m3/s、工業用水1.0m3/s）が必要であるとして事業に参加した。しかし、水需要は伸びず、１９９６年１０月に水道用水を3.0m3/s返上して2.0m3/sに削減し、そして今回はで、1.3m3/sを返上したうえ1.7m3/s（水道用水1.0m3/s、工業用水0.7m3/s）が必要という。
しかし、その前提となっている水需要予測は、水道用水では、これまで減少または横ばいで推移してきた近年の実績よりも、１人１日水量は家庭用も営業用も10L程度高くとり、市内昼間人口は２０万人程度高くとり、そのうえ、負荷率は4％程度低くとっている。それがなく適正に予測がされていれば、後記の国土交通省のいう施設実力度を前提としても、徳山ダムの開発水は必要がない。

しかも、この徳山ダム開発水の必要性は、水源施設実力の低下、すなわち、最近２０年間の流況の下で水源施設が供給できる水量は開発水量よりも少ない、という国交省の根拠不明な主張を前提にしたものに過ぎない。実際には、名古屋市は既設の水源施設で水需要はまかなうことができ、過剰な開発水をかかえており、徳山ダムの開発水の必要性は説明できない。
２　取水・導水事業の計画もない
　ダム開発水を利用するには、水源ダムだけでなく取水・導水施設が必要であり、水資源開発に参加して費用負担するかは、水源施設だけでなく取水・導水施設も含めて判断しなければならない。

　名古屋市が徳山ダム開発水を利用するには、揖斐川で取水して名古屋市まで導水する施設が必要になる。この取水・導水施設の建設は、専用施設として利水者の責任においてなされるべきものであり、国も同様の見解である。名古屋市が徳山ダム開発水を利用するには、これら施設を自ら建設・管理するか、共同施設として費用負担しなければならない。
しかし、現時点において、この導水施設は計画すらなされていない。したがって、名古屋市は徳山ダムの開発水を利用できないのである。そのうえ、導水施設がいつ完成して名古屋市がいつから徳山ダムの開発水を利用できるのか、導水施設にどれほどの建設・維持管理費がかかるのか全く不明である。
　導水施設が明らかにならなければ、徳山ダムの開発水を利用するかの判断はできない。また、導水施設がなければ徳山ダムの開発水の利用はできず、徳山ダムの費用負担は無駄な負担となる。いつ使えるのかわからない水資源、いくらで使えるかわからない水資源のために費用を負担することになる。結局、給水料金による事業収入で支払えず、一般会計が負担することになる。
３　使うあてのない水資源の開発のために費用を負担することは違法である
　水道事業と工業用水道事業は、地方公営企業として、特別会計を設けて経営収入（料金）による独立採算が地方財政法によって義務づけられている。ダム開発水を使用するために必要なダム建設費と取水・導水施設の建設費は水道事業や工業用水道事業を行う上下水道局が負担し、その支払いは料金によってすべきものである。しかし、導水施設もなく使用できないうえ（「ダムの実力度」を前提とすれば、今すぐに導水施設がなければならないはずである）、需要がなく利用されるあてがなければ料金収入も見込めない。結局、一般会計からの繰り入れという、地方財政法と地方公営企業法に違反する違法な措置でまかなうしかなくなる。
４　事業費には名古屋市が負担する必要がないものが含まれている
　徳山ダム建設事業の事業費には、①旧徳山村住民の移転先（文殊地区）の地盤沈下による再移転の補償金、②徳山ダム周辺の山林保全措置に対する費用負担制度（いわゆる公有地化制度）の費用が含まれているが、これらは名古屋市が負担すべき費用ではない。
　①については、旧徳山村民を欠陥宅地に移住させた責任は機構が負うべきであり、事業費に含めて名古屋市が負担させられる理由はない。②は、岐阜県が地権者から山林を購入する制度であるから、この費用は県有地の取得費用に過ぎない。しかも、実際に地権者が山林を売り渡すかどうか現時点では不明であり、拠出した資金が使用されないままとなる可能性すらあるのである。このような費用を名古屋市が事業費として負担しなければならない理由はない。
 　よって、名古屋市水道事業管理者兼名古屋市工業用水道事業管理者たる名古屋市上下水道局長及び市長に対して、次の通り勧告するよう求める。
記
 　水資源機構に対し、事業に要する費用の概算額の変更など徳山ダム建設事業に関する事業実施計画の変更に際して、流水を水道または工業用水道の用に供する者としての水資源機構法１３条３項に規定する同法２５条１項の規定による費用負担について、その同意をしないこと。
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